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高齢者の人権に関する法的拘束力のある文書への意見
高齢者の人権に関する法的拘束力のある文書の大枠、構成、および指針原則についての意見募集に対し、回答する機会をいただき、感謝いたします。
執筆者の背景
筆者らは、オーストラリア医療法研究センター（ACHLR）の研究者です。ACHLRは、オーストラリア・ブリスベンにあるクイーンズランド工科大学（QUT）のビジネス・法学部内に設置された専門研究センターです。ACHLRは、医療法、倫理、技術、ガバナンス、公共政策の分野における複雑な問題や新たな課題について、実証的、理論的、および法理的な研究を行っています。「健康的な高齢化のための計画（Planning for Healthy Ageing）」は、ACHLR内の専門プログラムの一つであり、人権、高齢者法、代理意思決定および支援付き意思決定、ならびに判断能力を得意な研究分野としています。
ブリジット・ルイス教授は、高齢者法や世代間公平を含む現代的課題への人権法の適用に関して国際的に認められた専門家で、多数の論文を発表し、講演してきました。ケリー・パーサー教授（TEP 信託・遺産管理実務家）は、ACHLR内の「健康的な高齢化のための計画」プログラムを共同統括しており、高齢者法、判断能力評価、人口高齢化、さらには高齢者への経済的虐待や永続的代理権（EPA）の悪用について、国内外で論文を発表しています。アマンダ・ウォードは、クイーンズランド工科大学（QUT）法学部ACHLR所属の博士課程学生であり、人権の視点で高齢者を虐待から守るための、遺言・相続法の新たな形態の法改正に焦点を当てています。
[bookmark: _Hlk234003206]ルイス教授とパーサー教授は、高齢者法への人権枠組みの適用を詳述した研究報告を執筆しています（ルイス、パーサー、マッキー「高齢者の人権:高齢者法への人権アプローチ」、シュプリンガー、2020）。その第3章では、高齢者法に向けた人権に基づく枠組みの提案が示されており、以下の提出意見はその枠組みに基づいています。また、彼らは（ウォード氏と共に）最近、ASEM世界高齢化センター（大韓民国・ソウル）による、エイジズム（年齢差別）および高齢者の人権に関する取り組み（2025年）にも参加しました。
我々は、この分野の取り組みにさらに関与し、高齢者の人権に関する法的拘束力のある文書の策定に建設的に関与する機会を歓迎します。
本意見提出では、3つの主要な質問に対する我々の回答を概説します。
[bookmark: Response_to_Key_Questions]
主要な質問への回答

[bookmark: 1._What_overarching_framework_should_gui]質問1. 高齢者の人権に関する国際的な法的拘束力のある文書は、どのような包括的な枠組みに基づいて策定されるべきか？さらに、高齢者がすべての人権および基本的自由を完全かつ平等に享受する権利保有者であるという認識を、その文書が最も適切に反映し、強化するにはどうすべきか？

国際的な法的拘束力のある文書（以下「LBI」）が採用する包括的な構造は、既存の人権文書およびソフトロー（訳注　法的拘束力のある法律や条例ではないが、強い影響力のある指針、宣言、勧告などのこと）の体系によって確立された中核的価値、原則、権利に導かれ、それらを基盤とすべきである。その目的は、高齢化に伴い私たちが常に保護を必要とする受動的なケアの受け手になるという父権主義的な見方を永続させるのではなく、高齢者を能動的な権利保有者として捉え直し、その視点に焦点を当てることにある[footnoteRef:1]。適切な枠組みに支えられれば、LBIは高齢化に対する社会の認識を再構築し、高齢者に係る法律や政策を再定義し、権利は年齢とともに減じるものではないという極めて重要な事実を強化することができる[footnoteRef:2]。この枠組みの中心となるのは、人権法を支える中核的価値、すなわち尊厳、自律、平等、自由である（後述）[footnoteRef:3]。枠組みの次の構成要素は、ソフトローの文書に明文化された主要な人権原則（質問2への回答で論じている）であり、これらは高齢者の人権に関するLBIにとって特に重要である。これには、参加、差別禁止、意思と選好の尊重、司法へのアクセスなどが含まれる[footnoteRef:4]。これらの価値観と原則は、国際法に規定された具体的な権利の基盤をなしており、これらもまたLBIの一部を構成すべきである（質問3への回答で論じている）。人権理論に裏打ちされ、高齢者の権利に関する既存の学術研究を参照した結果、特定の権利およびそれに関連する義務を支え、具体化する交差的かつ多層的な枠組みが導かれる（図1参照）[footnoteRef:5]。 [1:  ブリジット・ルイス、ケリー・パーサー、カースティ・マッキー「高齢者の人権――高齢者法への人権アプローチ」（Springer、2020年）68頁。]  [2:  同上。]  [3:   「世界人権宣言」、国連総会決議217A（III）、国連総会公式記録、国連文書A/810（1948年12月10日）第7条（「UDHR」）；「経済的、社会的及び文化的権利に関する国際規約」、1966年12月16日署名開放、993 UNTS 3（1976年1月3日発効）（「ICESCR」）；「市民的及び政治的権利に関する国際規約」、1966年12月16日署名開放、999 UNTS 171（1976年3月23日発効）（「ICCPR」）前文。]  [4:  ルイス、パーサー、マッキー（注1）、 69.]  [5:  同上。] 

　中核的価値


具体的な権利と義務


枠組みの原則






図 1 人権枠組みの概要[footnoteRef:6] [6:  同上 69。] 


高齢者にのみ焦点を当てたこの枠組みを採用することにより、国際的なLBIは確立された人権目標に基づいたものとなり、高齢者がそれらの権利を十分に享受し、保護され、かつ行使される権利を有する能動的な権利主体であることを強化する。この枠組みは、既存の国際人権法に基づくことにより、国家による実施を確実にする一助となり、高齢者に適用される権利と義務に実質的な内容を付与することになる。
中核的価値観
[bookmark: _bookmark4]この多層的な枠組みには、尊厳、自律、自由、平等が組み込まれている。これらは、既存の人権文書、とりわけ「世界人権宣言」および「市民的および政治的権利に関する国際規約」と「経済的、社会的および文化的権利に関する国際規約」（ICCPRおよびICESCR）に繰り返し反映されている中核的価値である[footnoteRef:7]。 [7:  同上71；世界人権宣言（注3）；ICCPR（注 3）；ICESCR（注 3）。] 

尊厳
一人ひとりの尊厳は人権の基礎を成すものであり、尊厳ある生活を送るためには人権が不可欠である[footnoteRef:8]。高齢者が人権侵害を受けた場合、それはしばしば、その尊厳に対するひどい軽視という形で現れる[footnoteRef:9]。尊厳という概念は人生の段階によって異なる意味を持つことがあるが、高齢化という文脈において、尊厳は、その人の価値、アイデンティティ、および道徳的地位などの多面的なものであると考えられている[footnoteRef:10]。高齢者にとって、これは独立、意思決定への参加、安全、プライバシーという人権の原則と密接に結びついている[footnoteRef:11]。同様に、自律と尊厳は強く相互に関連していると理解されている。必要な場合は支援を受けつつも、可能な限り個人が意思決定を行う能力が尊重されなければ、尊厳ある生活を送ることは困難である[footnoteRef:12]。 [8:  ルイス、パーサー、マッキー（注1）71。]  [9:  同上。]  [10:  デバンジャン・バナージーら「精神医療における尊厳の役割：エイジズムと高齢者の人権への影響」 (2021) 29(10) アメリカ精神老年学雑誌1000, 1001–2.]  [11:  同上 1002.]  [12:  ルイス、パーサー、マッキー（注1）71。] 

自律
年齢にかかわらず、個人は「小規模な主権者」[footnoteRef:13]であり、自律を行使し、自己決定を行う自由を有している。しかし、加齢に伴い個人の自律はますます脅かされる可能性があり、特に判断能力や意思決定能力が低下した場合、複雑な人権上の課題が生じる[footnoteRef:14]。第三者の意思決定者が任命される場合、個人の自律を可能な限り最大限に尊重し、維持することが不可欠である[footnoteRef:15]。これは、代理意思決定制度における「能力喪失」（lost capacity）とは区別される「能力減退」（diminished capacity）の問題に特に関連する。これは、「リスクを負う尊厳」が生じる場面で損なわれる可能性がある。すなわち、リスクを伴う選択をしようとする個人が、自身の安全を守るための措置として、その選択肢が制限されていることに気づく場合がある[footnoteRef:16]。「リスクを負う尊厳」とは、リスクを冒すことが尊厳ある生活の一部であることを認め、特に高齢期においては、個人の表明した希望や選好に従い、リスクを伴う選択が支援されるべきであることを指す[footnoteRef:17]。例えば、高齢者は、ケアサービスの拡充よりも独立を重視し、高齢者施設への入居ではなく自宅での生活を望む場合がある[footnoteRef:18]。こうした状況において、あらゆる人権的価値を適切に満たすことは複雑な課題である。人権に基づく枠組みは、支援付き意思決定および代理意思決定を導くことを目的とし、特に競合する人権目標のバランスのとり方に関する困難な問題に対して、中核的な価値観、原則、権利への尊重に基づくアプローチを提供するものである[footnoteRef:19]。 [13:  H.L.A.ハート、「ベンサム論集：法理および政治理論の研究」（クラレンドン、1982年）183。]  [14:  ルイス、パーサー、マッキー（注1）72。]  [15:  同上。]  [16:  マリア・ファウンダス「高齢者施設ケアにおけるリスクを負う尊厳：リスクの理解の再構築への呼びかけ」（2025）223(4) 、オーストラリア医学雑誌186、186； Christine Beamon, Terry Altilio, Vickie Leff,「リスクを負う尊厳：前進への道」（2025）50(4) Health & Social Work 333.]  [17:  ファウンダス（注16）186。]  [18:  ルイス、パーサー、マッキー（注1）72。]  [19:  同上 70。] 

[bookmark: _bookmark7][bookmark: _bookmark12][bookmark: _bookmark15]自由
自由の尊重も、高齢者の人権にとって根本的なものであり、特に高齢者向け居住型ケア施設における制限的措置の適用が、低水準のケアにつながっていることが、批判の主な焦点となっている[footnoteRef:20]。尊厳ある生活を送るための必要条件である自由は、可能な限り自律し、自らの意思決定を行うことが、本人が意思決定を行えるにもかかわらず否定された場合には、制限されることがある[footnoteRef:21]。その結果、自由の剥奪は人権の完全な享受を損なうことになる。高齢化の下で、これは高齢者ケアサービスの提供をめぐる特に重要な問題である。代替となるケア形態が利用できない場合、高齢者は「強制的な施設入所」という自由の剥奪の一形態を経験することになりかねない[footnoteRef:22]。こうした状況下では、高齢者は暴力、虐待、および／またはネグレクトのリスクにさらされやすくなり、安全、自律、尊厳に対する脅威となる[footnoteRef:23]。さらに、社会的孤立や孤独感につながり、生活の質に重大な影響を及ぼす可能性がある[footnoteRef:24]。しかし、自由の制限はケア施設に限られたものではなく、在宅ケアや家族による介護においても、提供される支援が不十分な場合、基本的人権の価値を侵害する可能性がある。高齢者は、ケアを提供する家族や友人に見捨てられ、交通手段や他者と連絡を取る手段がないまま自宅に閉じ込められることがある。年齢が個人の自由権にどのような影響を与えるかを理解するにあたっては、性別、性、宗教、人種、民族、障害といった他の交差的要因もまた、個人の自由に悪影響を及ぼし得ることを認識する必要がある[footnoteRef:25]。 [20:  同上72；オーストラリア政府保健・障害・高齢化省、「高齢者ケアにおける制限的措置――最後の手段」 <https://www.health.gov.au/topics/aged-care/providing-aged-care-services/training-and-guidance/restrictive-practices-in-aged-care-a-last-resort?language=en>。]  [21:   ルイス、パーサー、マッキー（注1）72。]  [22:  クラウディア・マーラー、「自由を奪われた高齢者：高齢者のあらゆる人権の享受に関する独立専門家報告書」、国連文書 A/HRC/51/27（2022年8月9日）13頁。]  [23:  同上。]  [24:  同上。]  [25:  同上8頁。] 

平等
最後に、平等は、個人の尊厳、自律、自由を支える中核的価値である[footnoteRef:26]。すべての人に保障される人権の価値、原則、および具体的な権利は、年齢、人種、宗教、国籍、性、ジェンダー、性的指向、政治的所属、またはその他のいかなる理由に基づいても、妨げられたり制限されたりしてはならない[footnoteRef:27]。特に高齢期において、平等と正反対なのがエイジズム（年齢差別）である。これは、年齢に基づく権利の完全な享受を脅かす、広く蔓延している差別の形態である[footnoteRef:28]。 [26:  ルイス、パーサー、マッキー（注1）73。]  [27:  同上。]  [28:  同書111ページ、ブリジット・レウィス、ケリー・パーサー、アマンダ・ワード、『オーストラリアにおけるエイジズムと高齢者の人権』「エイジズムと高齢者の人権」（2025年）ASEMグローバル・エイジング・センター、大韓民国ソウル 9-31 ページ。] 

[bookmark: _bookmark21]エイジズムは、加齢に対する社会的に構築された有害な態度を伴っている。その結果として、自律の否定、司法へのアクセス制限、自由の剥奪、そして自身の生活やより広いコミュニティへの参加の制約などが生み出される[footnoteRef:29]。したがって、高齢者のための法的拘束力のある文書（LBI）を支えるあらゆる枠組みに、平等が組み込まれることが不可欠である[footnoteRef:30]。 [29:  ルイス、パーサー、マッキー（注1）112。]  [30:  同上 73] 


[bookmark: 2._What_core_principles_should_underpin_]質問2. 高齢者の権利を効果的に保護するために、法的拘束力のある文書はどのような中核的な原則に基づくべきか？さらに、この法的拘束力のある文書は、高齢者の既存の人権を再確認すると同時に、あらたに規範的発展が必要な問題や課題（ギャップ）を明確に特定し、対処するにはどうすればよいか？

高齢者向けの法的拘束力のある文書（LBI）の策定は、既存のソフトロー文書に明文化された人権原則を定着させる機会を提供する。ウィーン国際高齢化行動計画[footnoteRef:31]、国連高齢者原則[footnoteRef:32]、およびマドリード国際高齢化行動計画[footnoteRef:33]によって構築されたソフトローの体系を活用し、高齢者の権利に特に関連する主要な原則をLBIに反映させるべきである。参加、差別禁止、意思と選好の尊重、司法へのアクセスといった実践的な概念は、高齢者の人権を効果的に実現するための枠組みの重要な部分を構成している[footnoteRef:34]。これらの原則を活用することは、LBIの実施を支援し、それが人権と整合し、人権の実現を促進するものであることを保証する[footnoteRef:35]。 [31:  高齢化に関するウィーン国際行動計画、国連総会決議37/51、国連文書A/RES/37/51（1982年12月3日、1982年8月6日採択）。]  [32:  高齢者に関する国連原則、国連総会決議 46/91、UNGAOR、国連文書 A/Res/46/91（1991年12月16日）（「国連原則」）。]  [33:  2002年マドリード国際高齢化行動計画、第2回世界高齢化会議（2002年4月8日～12日、マドリード）にて採択。]  [34:  ルイス、パーサー、マッキー（注1）75。]  [35:  同上 70。] 

参加
加齢に伴い人権を保障するために、自律という中核的価値と直接結びつくものとして、生活のあらゆる側面への参加を確保することが不可欠である[footnoteRef:36]。高齢者にとっての「参加」は、三次元で理解される[footnoteRef:37]。第一に、自らの生活への完全な参加を確保するため、高齢者は、可能な限りあらゆる場面において、自身に直接影響を及ぼす決定に関与すべきである[footnoteRef:38]。高齢者が意思決定の過程で支援を必要とする場合、その理解と関与を促進するために、適切な支援が容易に利用可能であるべきである（必要な場合には教育を含めて）[footnoteRef:39]。第二に、高齢者は地域社会に積極的に参加し、有意義かつ充実した形で貢献できるべきである[footnoteRef:40]。これは多様な社会的・文化的環境の文脈で理解されるべきであるが、地域社会における私たちの役割は、年齢とともに減少するものではなく、むしろ知恵や経験、機会を分かち合う機会となるべきである[footnoteRef:41]。最後に、高齢者は、自身や周囲の世界に関わる政策の議論に参加できなければならない[footnoteRef:42]。高齢化に伴い必要となる法律、支援、制度を設計する際、高齢者を能動的な権利保有者として認識し、個人中心のアプローチを展開するために、政策立案者は高齢者と直接関わることが不可欠である[footnoteRef:43]。 [36:  同上 35。]  [37:  同上 75。]  [38:  同上。]  [39:  ロバート・フィッツジェラルド、「公的生活・意思決定プロセスへの参加」（演説、オーストラリア人権委員会による発言、国連高齢化に関するオープンエンド作業部会第 14 回会合、2024 年 5 月 23 日）。]  [40:  ルイス、パーサー、マッキー（注1）75頁。]  [41:  国連原則（注 32）7-9。]  [42:  ルイス、パーサー、マッキー（注1）75頁。]  [43:  フィッツジェラルド（注39）] 

各側面への参加を効果的に促進するためには、有意義な参加を妨げる障壁を特定し、それに対処することが必要である。参加に対する最大の脅威の一つは、エイジズムという広範な課題と、それが人権の完全な享受に及ぼす影響である[footnoteRef:44]。地域社会が高齢者を、社会への積極的な参加ができず、絶え間ない保護を必要とする、脆弱で目立たない「人生の傍観者」と見なすとき、高齢者は声を上げられなくなる[footnoteRef:45]。こうした有害な固定観念は、高齢者の包摂を積極的に支援・奨励しない制度によって、肯定され、永続化される。国際レベルだけでなく国内レベルにおいても、法律や政策改革の議論の枠組みを構築する上で、高齢者の見解、実体験、専門知識を求めることが不可欠である[footnoteRef:46]。これにより、法律や政策が「高齢者に配慮した」ものとなるだけでなく、それらが影響を受ける人々の実体験を正確に反映し、既存の欠陥に対処することが保証される[footnoteRef:47]。 [44:   ルイス、パーサー、マッキー（注1）76頁；ルイス、パーサー、ワード（注28）。]  [45:  フィッツジェラルド（注39）；オーストラリア人権委員会、「年齢は関係あるのか？」（報告書、2021年9月）15頁。]  [46:  ルイス、パーサー、マッキー（注1）76頁。]  [47:  同上。] 

意思と選好の尊重
自律、自由、尊厳という中核的価値と相互に関連し、高齢者の意思と選好の尊重は国連原則に反映されており、あらゆるLBIに盛り込まれるべきである[footnoteRef:48]。特定の権利の享受を支えるこの原則は、加齢に伴い意思決定への参加能力が変化し得る中で、特に重要な意味を持つ[footnoteRef:49]。個人の選好がどの程度実現されるかは、意思決定への参加能力に依存する。選好を尊重するには、まずその内容が何であるかを把握しなければならない[footnoteRef:50]。能力が低下した、あるいは喪失した（この区別を留意しつつ）高齢者の選好を代弁することは、敬意と慎重な配慮を要する課題である[footnoteRef:51]。こうした場合、支援付き意思決定者（能力が低下している場合）や代理意思決定者（能力を喪失している場合）が、高齢者の希望や選好を尊重するためには、それらの希望や選好が何であるかを認識しておく必要がある[footnoteRef:52]。すべての高齢者が、人権を十分に享受できるよう、可能な限り自分の望む生き方を選択できることが極めて重要である[footnoteRef:53]。個人が自ら選択する能力には個人差があるものの、高齢者に代わって選択を行う場合、指針となる基本的な価値観、原則、および具体的な権利をLBIが明記することが重要である。 [48:  国連原則（注32）第1～6項、第15～16項。]  [49:  ルイス、パーサー、マッキー（注 1）76。]  [50:  同上。]  [51:  同上77。]  [52:  同上 76。]  [53:  同上。] 

差別禁止
平等の核心的価値と密接に関連する差別禁止は、高齢者が年齢、人種、ジェンダー、性、国籍、性的指向、または宗教を理由に権利を十分に享受する機会を制限されないために必要である[footnoteRef:54]。「年齢に基づく人々への固定観念、偏見、および差別」と特徴づけられるエイジズム[footnoteRef:55]は、高齢者の人権を脅かす一般的な障壁である[footnoteRef:56]。エイジズムの結果として、高齢者は権利の行使に制約を感じたり、生活やより広い地域社会に十分に参加する機会を奪われたりすることがある[footnoteRef:57]。善意に基づく場合もあるが、家族、医療提供者、および機関（銀行など）を含む第三者は、高齢者を保護するという名目でエイジズム的な行動を正当化しようとすることがある。しかし、これは高齢者の権利を促進するどころか、多くの場合、自律を制限し、「リスクを負う尊厳」を無視し、参加を制限し、あるいは自由を制約することになる[footnoteRef:58]。悪意のあるエイジズムは、高齢者の意思や選好を否定するという形で現れることもある[footnoteRef:59]。各国は、公法や政策に根付く可能性のある、高齢化に関する明白な、および無意識のうちに蔓延している有害で否定的な固定観念を認識し、それが高齢者のウエルビーイングに及ぼす影響に積極的に対処すべきである[footnoteRef:60]。 [54:  同上77。]  [55:   「エイジズムに関する世界報告」（世界保健機関、第 1 版、2021 年）。]  [56:  ルイス、パーサー、マッキー（注 1）77。]  [57:   ケイ・パターソン、「年齢差別担当委員基調講演」（演説、オーストラリア・ナショナル・プレス・クラブ、2023年6月28日）。]  [58:  同上。]  [59:  同上。]  [60:  オーストラリア人権委員会、「視点の変化：エイジズム対策の検証」（2023年7月）；ルイス、パーサー、マッキー（注 1）77。] 

[bookmark: _bookmark53]高齢者が経験する差別は、エイジズムだけではない。差別禁止の原則は、人種、ジェンダー、性、国籍、宗教などの理由にも及ぶ[footnoteRef:61]。高齢者に関する法律や政策は、エイジズムと他の形態の差別との交差性を反映し、不平等を助長する社会的状況を認識することが重要である[footnoteRef:62]。LBIは、あらゆる文化の包摂性を促進し、高齢者の多様性を称えるべきである。またそれは、差別と人権の完全な享受との関連性を理解し、エイジズムの有害な影響に立ち向かうべきである[footnoteRef:63]。  [61:   ルイス、パーサー、マッキー（注 1）77。]  [62:  同上。]  [63:  同上。] 

司法へのアクセス
高齢者の権利に関するLBIを策定し、その権利を擁護するための法律を制定しても、権利侵害に対処するための適切な法的手続きがなければ、その効果は期待できない。高齢者が救済を求める際、管轄当局によって判断される適切な救済措置を提供できる、手頃な価格の司法制度を利用できることが不可欠である[footnoteRef:64]。「市民的及び政治的権利に関する国際規約」[footnoteRef:65]に示されているように、政府には、高齢者が権利の侵害を受けた際に救済の手段を提供する、手頃な価格でアクセスできる法的枠組みを提供する義務がある[footnoteRef:66]。 [64:  同上 78。]  [65:  ICCPR（注 3）第 2 条。]  [66:   ルイス、パーサー、マッキー（注 1）78。] 

前述のように、エイジズムは、高齢者が司法にアクセスする上でも障壁となり得る。エイジズムの態度や固定観念が制度的に永続することを避けるため、司法制度は、高齢者の自律を尊重し、人権侵害に対して法的保護を求める人に必要な支援を提供するプロセスを積極的に導入すべきである[footnoteRef:67]。差別禁止の原則を擁護する上で、高齢者の司法へのアクセスに影響を及ぼし、対処しなければならないその他の障壁として、経済的、言語的、文化的、ジェンダー、地理的、移動上の要因などが挙げられる[footnoteRef:68]。司法へのアクセスという原則を効果的に運用するためには、こうした障壁が法的救済を求める高齢者にどのような影響を与えるかをより深く理解する必要がある[footnoteRef:69]。この知識の欠落が埋められれば、高齢者が社会の他の構成員と同様に法の保護を受けられるよう、戦略を策定し、実施することができる。 [67:  同上。]  [68:  同上。]  [69:  同上。] 


[bookmark: 3._What_overall_structure_or_architectur]質問3. 法的拘束力のある文書は、明確性と実効性を確保するために、どのような全体構成（structure）や設計枠組み（architecture）を採用すべきか？例えば、前文、定義、一般原則、一般的義務、具体的権利、および実施規定を含めるべきか？
法的拘束力のある文書（LBI）の全体的な構造は、この回答で強調された高齢者の人権に関連する3つの構成要素、すなわち中核的価値、主要な原則、および具体的な権利と義務を反映すべきである。図2は、中核的価値が権利と義務、ならびに原則にどのように反映されるかを示している[footnoteRef:70]。 [70:  同上 67–8。] 


[bookmark: _bookmark62][bookmark: _bookmark63][bookmark: _bookmark65][bookmark: _bookmark67][bookmark: _bookmark68][bookmark: _bookmark69]
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図2 人権枠組みの内容[footnoteRef:71] [71:  同上 79。] 


これらの構成要素を全体として捉えると、LBIの実施を支援し、高齢者の人権の実現に向けた実践的な指針を提供する多層的な枠組みとなっている。これは、LBIを実施する国の法律や政策の策定に活用でき、高齢化に伴う主要な人権上の課題に直接対処することができる。重要なことは、この枠組みが高齢者を改革の中心に位置付け、既存のパラダイムを転換し、高齢者の価値や、加齢とともに豊かで尊厳ある生活を送る権利を反映するパラダイムをもたらすことである[footnoteRef:72]。 [72:  同上 80。] 

具体的な権利と義務
[bookmark: _bookmark70][bookmark: _bookmark72]その性質上、人権は不可分、相互依存的、普遍的かつ譲り渡せないものであり、あらゆる種類の差別を受けることなく、すべての人が享受するものと理解されている[footnoteRef:73]。その普遍性は人権枠組みの礎であり、世界人権宣言（UDHR）、ICCPRおよびICESCRにおいて強調されている[footnoteRef:74]。LBIは、高齢になるに伴い特定の権利が脅かされ、侵害される可能性があることを認識する機会を提供する。高齢者が差別を受けることなく人権を十分に享受できるよう、国際人権条約において既に認められている具体的な権利をLBIに盛り込むべきである。特に重要なのは、健康、住居および適切な生活水準の権利、身体の自由と安全、移動の自由、そしてプライバシーの権利である[footnoteRef:75]。これらの権利は加齢に伴い特に重要となる[footnoteRef:76]が、LBIにおいてこれらを明記しても、すべての人権の不可侵性を損なうものではない。すべての人間は、生涯を通じてあらゆる人権を完全に享受する権利を有する[footnoteRef:77]。具体的な権利を盛り込むことで、特定の権利が優先される一方、実施を促進し、LBIの全体的な有効性を高めることにも役立つ。 [73:  同上74、ICCPR（注3）第2条およびICESCR（注3）第2条を引用。]  [74:  同上 74。]  [75:  同上 73–4。]  [76:  同上 73。]  [77:  同上 74。] 

特定の権利を盛り込むことに加え、LBIは、高齢者の人権を尊重し、保障し、実現する義務を政府が果たすために必要な最低限の基準を明記すべきである[footnoteRef:78]。国家には、政府またはその他の主体による行為が人権を侵害しないよう確保する義務がある（尊重・保障の義務）[footnoteRef:79]。さらに、すべての人が自らの権利を完全かつ平等に享受できるよう、積極的な措置を講じる義務がある（実現の義務）[footnoteRef:80]。 [78:  同上 69–70、73–4。]  [79:  同上 73–4。]  [80:  同上 74。] 

LBIは、各権利のそれぞれに関連する義務の基準を明記すべきである。残虐、非人道的または品位を傷つける扱いを受けない権利のような市民的および政治的権利については、ICCPR第2条に規定された基準と同様に、即時履行の基準が適用されるべきである。このような基準の下では、国家は、それらの権利を実現するために必要な国内措置を講じる義務を負う。達成可能な最高水準の健康に対する権利などの経済的、社会的及び文化的権利については、国家にとって利用可能な資源の最大限の範囲内で漸進的に履行されるべきであり、国家が後退的な措置を講じてはならないという要件が課されるべきである[footnoteRef:81]。 [81:  ICESCR (注 3) 第 2 条。] 

監督および苦情解決手続き
法的執行の見通しは、LBIの全体的な有効性にとって不可欠であり、各国に対し、国内法としてこの条約を制定し、高齢者に関する法令において、重要な人権問題に対処するための措置を講じるよう促すものである[footnoteRef:82]。したがって、LBIは、国内および国際的な執行可能性を要求し、かつ可能にするものでなければならない。各国は、自国の管轄区域内でLBIの権利と義務を実施するだけでなく、個人の権利が侵害された場合に、国内で適切な救済措置が利用できるようにすることが求められる必要がある。 [82:  ルイス、パーサー、マッキー（注 1）70。] 

[bookmark: _bookmark73][bookmark: _bookmark81]また、LBIは、他の人権条約のために確立された手続きと同様に、個人からの通報を受け付ける権限を持つ専用の委員会を設置すべきである[footnoteRef:83]。苦情が国際レベルに持ち込まれる可能性があることは、各国に対し、LBIに基づく義務を履行し、違反の申し立てに対して適切な国内救済措置を講じるよう促す重要な手段となる。また、この委員会は、普遍的定期的審査（UPR）プロセスに加え、実施に関する各国の進捗状況を監視し、高齢者の権利が適切に対処されていない場合に勧告を行うという監督的役割も担うべきである。 [83:  例えば、第一選択議定書に基づき、個人からの苦情を審査する権限をもつ人権委員会。] 


この度は回答の機会をいただき、改めて感謝申し上げます。追加の支援や説明が必要な場合は、喜んで対応いたします。
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